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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

  

  

  

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 10,981 11,863 12,197 22,877 24,061

経常利益 (百万円) 2,408 2,644 2,731 5,107 5,271

中間(当期)純利益 (百万円) 1,477 1,506 1,629 3,062 3,143

純資産額 (百万円) 16,818 19,324 21,611 18,501 20,475

総資産額 (百万円) 23,963 26,849 29,015 26,105 28,002

１株当たり純資産額 (円) 611.49 702.61 785.80 670.25 744.46

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 53.71 54.78 59.25 108.91 114.29

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 70.18 71.97 74.48 70.87 73.12

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,258 1,800 2,880 5,131 4,109

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,241 △1,441 △2,419 △3,181 △3,200

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △275 △412 △412 △551 △825

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

(百万円) 6,903 7,532 7,765 7,572 7,688

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
889 
[149]

890
[136]

866
[143]

872 
[146]

866
[137]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

  

  

  

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 10,244 10,827 11,047 21,175 21,596

経常利益 (百万円) 2,240 2,408 2,413 4,671 4,546

中間(当期)純利益 (百万円) 1,380 1,373 1,434 2,796 2,689

資本金 (百万円) 1,455 1,455 1,455 1,455 1,455

発行済株式総数 (千株) 27,514 27,514 27,514 27,514 27,514

純資産額 (百万円) 15,715 17,868 19,547 17,205 18,655

総資産額 (百万円) 22,774 25,426 27,144 24,881 26,218

１株当たり純資産額 (円) 571.39 649.69 710.74 623.32 678.29

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 50.20 49.95 52.17 99.44 97.77

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 10.00 15.00 15.00 25.00 30.00

自己資本比率 (％) 69.00 70.27 72.01 69.15 71.15

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
800 
[128]

793
[113]

761
[126]

784 
[126]

761
[119]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を[ ]外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を[ ]外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 従業員数(人)

製造部門 642[118] 

販売部門 195[ 23] 

管理部門 29[  2] 

合計 866[143] 

従業員数(人) 761[126] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済の減速や原料価格上昇等の不安定要因の中、アジア・ヨーロッ

パ経済の伸長などにより輸出環境に恵まれ、設備投資も堅調であるなど、安定的に推移してまいりました。 

当社グループをとりまく環境も、主な需要産業である自動車の国内需要の伸び悩みなどを反映し国内出荷の伸びは鈍

化しましたが、輸出は旺盛に推移しました。 

このような情勢の中で、当社グループは持続的成長と国際競争力とを一段と強化するためのインフラ整備を完了さ

せ、「７days Production」として主要製品を７日間で作ることで流通・ユーザーの皆様にスピーディーでタイムリーな

供給をする技術力の強化と体制作りを推進しております。また、「開発技術の日立ツール」として新商品の開発スピー

ドを加速させ、「環境配慮型工具」の積極的な商品展開を行ってまいりました。販売面でも、加工半減運動

（PRODUCTION  50）を更に 進化 させ、「CO ２ の削減」と「加 工半減運 動」を両 輪とする ECO ２（Ecological  & 

Economical）活動の深耕を図っております。 

その結果、当社グループの当中間連結会計期間の受注高は122億２千３百万円（前年同期比5.9％増）、売上高は121億

９千７百万円（前年同期比2.8％増）となりました。 

利益面におきましては、積極的な新商品の開発と合理化努力により、営業利益は29億１千６百万円（前年同期比4.5％

増）、経常利益は27億３千１百万円（前年同期比3.3％増）、中間純利益は16億２千９百万円（前年同期比8.2％増）と

なりました。 

今後のわが国経済環境は、国内においては設備投資・個人消費とも底堅さを維持するものの大幅な伸びは見込まれな

いものと思われますが、輸出は米国経済の減速・為替相場など先行き不透明感があるものの、アジア・ヨーロッパ市場

が堅調に伸長を続け、引き続き外需主導となるものと思われます。 

当社グループは製造拠点毎のインフラ整備・製造力の強化を踏み台として、国際競争力のある新商品群の更なる集中

投入により、国内外の受注増を図ってまいります。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は77億６千５百万円となり、前連結会計

年度末より７千６百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は28億８千万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益27億３千１百

万円と減価償却費10億７千６百万円の増加と法人税等の支払額９億８千１百万円による減少であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は24億１千９百万円となりました。これは主に、開発設備の増強、製品の高品質

化、生産合理化等に伴う有形固定資産の取得による支出24億９百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は４億１千２百万円となりました。これは主に、配当金の支払額４億１千２百万円

によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

事業の種類別セグメントは産業用工具の製造・販売のため単一セグメントとなっております。なお、生産実績、受

注状況及び販売実績の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を用途別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 金額は販売価格によっております。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間の受注状況を用途別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 金額は販売価格によっております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を用途別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 
  

  

用途別の名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

チップ 4,798 106.9 

切削工具 6,195 101.3 

耐摩工具 214 67.7 

その他 408 113.0 

合計 11,615 102.9 

用途別の名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

チップ 5,211 114.1 743 110.6 

切削工具 6,278 99.7 842 79.0 

耐摩工具 222 90.2 57 79.2 

その他 510 116.7 28 133.3 

合計 12,223 105.9 1,672 91.3 

用途別の名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

チップ 5,135 106.3 

切削工具 6,338 99.7 

耐摩工具 218 87.6 

その他 503 118.1 

合計 12,197 102.8 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

㈱内藤 1,562 13.2 1,573 12.9



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、「指向分野で世界に際立つかけがえのない工具メーカー」を目指して「開発技術の日立ツール」を

基本姿勢として平成21年３月期を目途に下記の通り中期計画を策定いたしております。 

（1）指向商品の強化、拡大 

・商品開発の強化 

・加工半減運動（PRODUCTION 50）の推進 

・新分野の開拓 

（2）生産技術の向上 

・コア技術の育成、拡大 

・生産期間の短縮 

（3）メイド・イン・ジャパンでグローバル営業展開 

・海外営業基盤の強化 

・世界で通じる日本でのモノづくりの追求 

 「創る、つくる、売る」サイクル短縮 

 国際市場で通じるコストの創造 

（4）企業価値の創造 

・「開発力」と「モノづくり力」で収益力向上 

（5）人材、能力開発と育成 

・企業体質の強化の基幹として、人材の育成制度を更に充実 

これらの重点方針に基づく目標値である「売上高240億円以上、利益36億円以上、ＲＯＥ15％以上、新商品比率35％以

上、海外輸出比率30％以上、一株当たり利益130円以上」を上回る成果を達成してまいります。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、「開発技術の日立ツール」の理念に基づき、工具設計、材料技術、コーティング技術、生産技

術、品質保証などの分野において、自社独自の技術開発を推進するとともに、大学その他の公的研究機関、日立関連

の研究所、加工マシンメーカー、主要ユーザー等社外とも密接なコンタクトをとり、多様に変貌する社会のニーズに

即応できる多元的かつ複眼的な研究開発を推進しております。具体的には、加工半減を可能とする高能率工具、地球

環境にやさしいECO対応工具、マイクロマシン用超微細加工工具など常に時代のニーズを的確に捉えた高品質高精度高

能率商品を提供できるよう進めております。 

現在の研究開発スタッフは、グループ全員で67名、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は５億７千３百万円

（対売上高比4.7％）となっております。 

当中間連結会計期間の主な研究開発成果及び具体的な取り組み状況は次のとおりであります。 

（1）コーティング技術 

ナノ構造、超多層、ハイブリッド、超潤滑、超平滑化など次々と新技術を開発し、同業他社に先駆け斬新な膜を

逐次提供しております。さらに今期より市場に投入したDLCコーティングは超硬質、超平滑化においては世界初の高

品質であり、また超強靭性の旋削加工用PVDコーティングは、今までPVD方式では不可能とされていた10μm以上の厚

膜を実現した世界初の新技術です。 

（2）新工具の発売 

新工具では小径深彫り用エンドミルのシリーズ拡大EPDRF、JX膜被覆インサート搭載の高送りラジアスミルASR多

刃の３コーナーシリーズ及びヘビーラジアスミルAHRのアイテム拡大、アルファボールプレシジョンF型の新型イン

サート，高能率加工用ツーリングシステムのモジュラーミルシリーズの拡大、鋳鉄用旋削用インサートHG3315、超

深穴加工用マイクロステップボーラーなどユニークで環境にも優しい工具を逐次発売してまいりました。 

特に、マイクロステップボーラーは、今まで機械加工では不可能とされていたL/Dが100倍の微細深穴加工を可能

とした画期的な工具です。 

（3）新商品の開発 

新商品の研究開発については、会社方針の「開発技術の日立ツール」の旗の下に、「新分野の開拓」、「地球環

境の保全」、「加工半減」を三本柱として、常に最高の価値を追求しております。今後も、超微細加工工具、超高

精度工具、ダイヤ、CBN工具、ニューコーティング膜、ECO2（環境対応）工具等、魅力的でかけがえのない商品を開

発、発売してまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当社グループでは、開発設備の増強、製品の高品質化、生産合理化などに25億３千８百万円（工事ベース）を投じ

ました。 

当中間連結会計期間において以下の設備を取得いたしました。 

（１）提出会社 

  

（２）国内子会社 

  

（３）在外子会社 

（注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含んでおりません。 

   ２．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の合計であります。 

   ３．金額には消費税等は含まれておりません。 

   ４．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 

セグメント
の名称 

設備の
内容 

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(人) 

建物 
及び 
構築物 

機械装置
及び 

車両運搬具 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社及び 
東京営業所 
(東京都 
江東区)他 

全社的 
管理業務 
販売業務 

全社管理
施設 
販売設備 

― ―
―

(―)
― ― 

143
(18) 

成田工場 
(千葉県 
成田市) 

工具の 
製造 

工具製造
設備 

95 354
3

(―)
52 505 

281
(43) 

野洲工場 
(滋賀県 
野洲市) 

工具の 
製造 

工具製造
設備 

1,397 390
―

(―)
7 1,794 

220
(62) 

魚津工場 
(富山県 
魚津市) 

工具の 
製造 

工具製造
設備 

― 208
―

(―)
5 214 

79
( 1) 

中津 
Tセンター 
(大分県 
中津市) 

工具の 
製造 

工具製造
設備 

― 0
―

(―)
― 0 

38
( 2) 

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の
種類別 

セグメント
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)

建物
及び構築物 

機械装置
及び 

車両運搬具 

土地
(面積㎡) その他 合計 

ツールテック㈱ 
工場 
(滋賀県 
野洲市)他 

工具の 
再研磨 

再研磨 
設備 2 1

―
(―)

0 5 39
(16) 

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の
種類別 

セグメント
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)

建物
及び構築物 

機械装置
及び 

車両運搬具 

土地
(面積㎡) その他 合計 

Hitachi Tool 
Engineering 
Europe GmbH 

本社 
(ドイツ 
ヒルデン市) 

工具の 
販売 販売設備 ― ―

―
(―)

17 17 59
( 1) 

日立刀具(上海) 
有限公司 

本社 
(中国 
上海市) 

工具の 
販売 販売設備 ― ―

―
(―)

0 0 7
(―) 



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 27,514,802 同左
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部 

完全議決権株式であり権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

計 27,514,802 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年９月30日 ― 27,514,802 ― 1,455 ― 807



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日立金属株式会社 東京都港区芝浦１－２－１ 14,033 51.00 

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井４－１５－８ 2,014 7.32 

日立ツール取引先持株会 東京都江東区東陽４－１－１３ 821 2.98 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－１１－３ 599 2.18

日興シティ信託銀行株式会社
（投信口） 

東京都品川区東品川２－３－１４
シティーグループセンター 

553 2.01

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－１１ 493 1.79

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
５０５０２５ 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 
U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

346 1.26

株式会社トータルインフォメー
ションエージェンシ 

神奈川県横浜市金沢区釜利谷西２－３６－４ 185 0.67

野村信託銀行株式会社 
（投信口） 

東京都千代田区大手町２－２－２ 170 0.62

有限会社浜岡商店 富山県魚津市末広町２－２０ 125 0.46

計 ― 19,342 70.30 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,500株(議決権の数45個)含まれており

ます。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

11,700 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

27,494,600 
274,946 同上 

単元未満株式 
普通株式 

8,502 
― 同上 

発行済株式総数 27,514,802 ― ― 

総株主の議決権 ― 274,946 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
日立ツール株式会社 

東京都江東区東陽四丁目
１番13号 

11,700 ― 11,700 0.04

計 ― 11,700 ― 11,700 0.04 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,770 1,708 1,780 1,879 1,740 1,521 

最低(円) 1,660 1,622 1,642 1,675 1,430 1,381 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

 （１）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

    なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

  

（２）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

   なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）及び前中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は金融商品取引法第

193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、新日本監査法人により中間

監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     1,847     1,907     1,561  

２ 受取手形及び売掛金     2,833     2,983     3,028  

３ たな卸資産     2,143     2,234     2,117  

４ 関係会社キャッシュ
プール金    5,685 5,857   6,127 

５ 仮払消費税等     290     330     ―  

６ 繰延税金資産     698     645     711  

７ その他     390     281     364  

貸倒引当金     △85     △84     △83  

流動資産合計     13,803 51.4   14,154 48.8   13,827 49.4

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1) 建物及び構築物   2,016     3,270     1,950    

(2) 機械装置及び 
    車両運搬具   5,551   6,201 6,066   

(3) 土地   3,258     3,303     3,300    

(4) 建設仮勘定   4     9     667    

(5) その他   383     436     462    

  計     11,215 41.8   13,221 45.6   12,445 44.4

２ 無形固定資産     70 0.3   85 0.3   71 0.3

３ 投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   1,314     903     1,120    

(2) 長期貸付金   3     4     3    

(3) 繰延税金資産   223     407     292    

(4) その他   217     238     239    

貸倒引当金   △0     △0     △0    

  計     1,759 6.5   1,554 5.3   1,656 5.9

固定資産合計     13,045 48.6   14,860 51.2   14,174 50.6

資産合計     26,849 100.0   29,015 100.0   28,002 100.0

           



  

  
  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金     1,077     1,007     1,118  

２ 未払法人税等     1,133     1,127     1,044  

３ 未払費用     1,226     1,177     1,237  

４ 役員賞与引当金     32     17     65  

５ 預り消費税等     369     381     ―  

６ その他     2,007     1,912     2,334  

流動負債合計     5,846 21.8   5,623 19.4   5,801 20.7

Ⅱ 固定負債                    

１ 退職給付引当金     1,560     1,686     1,590  

２ 役員退職慰労引当金     104     77     119  

３ その他     14     15     15  

固定負債合計     1,678 6.2   1,779 6.1   1,726 6.2

負債合計     7,525 28.0   7,403 25.5   7,527 26.9

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     1,455     1,455     1,455  

２ 資本剰余金     807     807     807  

３ 利益剰余金     16,309     18,750     17,533  

４ 自己株式     △8     △8     △8  

株主資本合計     18,564 69.2   21,004 72.4   19,788 70.7

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金    661 416   545 

２ 為替換算調整勘定     97     190     140  

評価・換算差額等 
合計    759 2.8 607 2.1   686 2.4

純資産合計     19,324 72.0   21,611 74.5   20,475 73.1

負債純資産合計     26,849 100.0   29,015 100.0   28,002 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     11,863 100.0   12,197 100.0   24,061 100.0

Ⅱ 売上原価 ※2   6,601 55.7   6,716 55.1   13,217 54.9

売上総利益     5,261 44.3   5,481 44.9   10,844 45.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   2,470 20.8   2,564 21.0   5,122 21.3

営業利益     2,790 23.5   2,916 23.9   5,721 23.8

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   17     36     41    

２ 受取配当金   1     2     2    

３ 固定資産売却益   1     0     1    

４ リサイクル材売却益   12     11     27    

５ 特許料収入   27     8     33    

６ その他   24 85 0.7 78 137 1.1 64 171 0.7

Ⅴ 営業外費用                    

１ 売上割引   184     184     371    

２ たな卸資産廃却損   12     0     72    

３ 固定資産除却損   15     21     28    

４ その他   18 232 1.9 116 322 2.6 148 621 2.6

経常利益     2,644 22.3   2,731 22.4   5,271 21.9

Ⅵ 特別利益                    

     ― ― ― ―  ― ―

Ⅶ 特別損失                    

 減損損失 ※3 78 78 0.7 ― ― ― 78 78 0.3

税金等調整前 
中間(当期)純利益    2,565 21.6 2,731 22.4  5,193 21.6

法人税、住民税
及び事業税   1,056   1,061 2,049   

法人税等調整額   2 1,059 8.9 40 1,101 9.0 0 2,049 8.5

中間(当期)純利益     1,506 12.7   1,629 13.4   3,143 13.1

          



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,455 807 15,284 △7 17,539 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）     △412   △412 

取締役賞与金（注）     △67   △67 

中間純利益     1,506   1,506 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) ― ― 1,025 △0 1,024 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,455 807 16,309 △8 18,564 

  
評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 897 64 962 18,501 

中間連結会計期間中の変動額         

剰余金の配当（注）       △412 

取締役賞与金（注）       △67 

中間純利益       1,506 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) △235 33 △202 △201 

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) △235 33 △202 822 

平成18年９月30日残高(百万円) 661 97 759 19,324 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,455 807 17,533 △8 19,788 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当     △412   △412 

中間純利益     1,629   1,629 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) ― ― 1,217 △0 1,216 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,455 807 18,750 △8 21,004 

  
評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 545 140 686 20,475 

中間連結会計期間中の変動額         

剰余金の配当       △412 

中間純利益       1,629 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) △129 49 △79 △79 

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) △129 49 △79 1,136 

平成19年９月30日残高(百万円) 416 190 607 21,611 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,455 807 15,284 △7 17,539 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当     △825   △825 

取締役賞与金（注）     △67   △67 

当期純利益     3,143   3,143 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 2,249 △0 2,249 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,455 807 17,533 △8 19,788 

  
評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 897 64 962 18,501 

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当       △825 

取締役賞与金（注）       △67 

当期純利益       3,143 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額) △351 76 △275 △275 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △351 76 △275 1,973 

平成19年３月31日残高(百万円) 545 140 686 20,475 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   

 
前中間連結会計期間 

  
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 2,565 2,731 5,193

減価償却費  813 1,076 1,770

減損損失  78 ― 78

退職給付引当金の増加額  37 95 68

受取利息及び受取配当金  △19 △38 △44

固定資産除却損  15 21 28

売上債権の増減額  △70 65 △245

たな卸資産の増減額  △39 △87 20

仕入債務の減少額  △161 △134 △145

その他  △23 92 △135

小計  3,195 3,823 6,588

利息及び配当金の受取額  19 38 44

法人税等の支払額  △1,414 △981 △2,523

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,800 2,880 4,109

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

投資有価証券の取得 
による支出 

 △1 △1 △2

有形固定資産の取得 
による支出 

 △1,433 △2,409 △3,188

無形固定資産の取得 
による支出 

 △6 △21 △17

その他  0 13 8

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,441 △2,419 △3,200

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

配当金の支払額  △412 △412 △825

その他  △0 △0 △0

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △412 △412 △825

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 12 28 31

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増加額(△減少額) 

 △40 76 115

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 7,572 7,688 7,572

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

※１ 7,532 7,765 7,688

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関
する事項 

全ての子会社を連結して
おります。 
(イ)連結子会社数 ３社 

連結子会社名 
ツールテック㈱ 
Hitachi Tool 
Engineering Europe 
GmbH 
日立刀具(上海)有限
公司 

全ての子会社を連結して
おります。 
(イ)連結子会社数 ３社 

連結子会社名 
同左 

全ての子会社を連結して
おります。 
(イ)連結子会社数 ３社 

連結子会社名 
同左 

  (ロ)非連結子会社数 ―社 (ロ)非連結子会社数 ―社 (ロ)非連結子会社数 ―社 
２ 持分法の適用に

関する事項 
(イ)持分法を適用した非連
結子会社数及び関連会社
数 

 ―社 

(イ)持分法を適用した非連
結子会社数及び関連会社
数 

 ―社 

(イ)持分法を適用した非連
結子会社数及び関連会社
数 

 ―社 
３ 連結子会社の

(中間)決算日等
に関する事項 

ツールテック㈱、
Hitachi Tool Engineering 
Europe GmbHの中間決算日
は９月30日、日立刀具(上
海)有限公司は６月30日で
あります。 
中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の
中間財務諸表を使用し、中
間連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、
連結上必要な調整を行って
おります。 

同左 ツールテック㈱、
Hitachi Tool Engineering 
Europe GmbHの決算日は３
月31日、日立刀具(上海)有
限公司は12月31日でありま
す。 
連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の財務
諸表を使用し、連結決算日
との間に生じた重要な取引
については、連結上必要な
調整を行っております。 

４ 会計処理基準に
関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

(イ)有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価
法(評価差額は全部純
資産直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定)を採
用しております。 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

(イ)有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

(イ)有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
連結決算日の市場価

格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定)を採
用しております。 

  時価のないもの 
移動平均法による原

価法を採用しておりま
す。 

時価のないもの
同左 

時価のないもの 
同左 



  

  
  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ロ)たな卸資産 
原材料及び仕掛品の一

部(原料工程)については
主として総平均法または
後入先出法による低価
法、製品その他は主とし
て総平均法または後入先
出法による原価法を採用
しております。 

(ロ)たな卸資産
主として総平均法また

は後入先出法による原価
法を採用しております。 
なお、収益性が低下し

たたな卸資産について
は、帳簿価額を切り下げ
ております。 

(会計方針の変更) 
「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基
準委員会 平成18年７月５
日 企業会計基準第９号)
が平成20年３月31日以前に
開始する連結会計年度に係
る連結財務諸表から適用で
きることになったことに伴
い、当中間連結会計期間か
ら同会計基準を適用してお
ります。 
これに伴い、前中間連結

会計期間と同一の方法によ
った場合と比べ、売上総利
益及び営業利益が15百万
円、経常利益及び税金等調
整前中間純利益が14百万円
それぞれ減少しておりま
す。 
なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に
記載しております。 

(ロ)たな卸資産 
原材料及び仕掛品の一

部(原料工程)については
主として総平均法または
後入先出法による低価
法、製品その他は主とし
て総平均法または後入先
出法による原価法を採用
しております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 
当社及び国内連結子会

社は定率法(ただし、平
成10年度の税制改正に伴
い、平成10年４月１日以
降に取得した建物(建物
附属設備を除く)は定額
法)を採用し在外連結子
会社は定額法を採用して
おります。 
なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 
建物及び構築物 

６～45年 
機械装置及び運搬具 

４～10年 

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 
当社及び国内連結子会

社は定率法(ただし、平
成10年度の税制改正に伴
い、平成10年４月１日以
降に取得した建物(建物
附属設備を除く)は定額
法)を採用し在外連結子
会社は定額法を採用して
おります。 
なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 
建物及び構築物 

６～45年 
機械装置及び運搬具 

４～10年 
(会計方針の変更) 
法人税の改正((所得税法

等の一部を改正する法律
平成19年３月30日 法律第
６号)及び(法人税法施行令
の一部を改正する政令 平
成19年３月30日 政令第83
号))に伴い、当中間連結会
計期間から、平成19年４月
１日以降に取得したものに
ついては、改正後の法人税
法に基づく減価償却の方法
に変更しております。 
これに伴い、前中間連結

会計期間と同一の方法によ
った場合と比べ、売上総利
益、営業利益、経常利益及
び税金等調整前中間純利益
が77百万円それぞれ減少し
ております。 
なお、セグメント情報に

与える影響については、当
該箇所に記載しておりま
す。 

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 
当社及び国内連結子会

社は定率法(ただし、平
成10年度の税制改正に伴
い、平成10年４月１日以
降に取得した建物(建物
附属設備を除く)は定額
法)を採用し在外連結子
会社は定額法を採用して
おります。 
なお。主な耐用年数は

次のとおりであります。 
建物及び構築物 

６～45年 
機械装置及び運搬具 

４～10年 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    

(追加情報)
当中間連結会計期間か

ら、平成19年３月31日以前
に取得したものについて
は、償却可能限度額まで償
却が終了した翌年から５年
間で均等償却する方法によ
っております。 
当該変更に伴い、前中間

連結会計期間と同一の方法
によった場合と比べ、売上
総利益、営業利益、経常利
益及び税金等調整前中間純
利益は50百万円それぞれ減
少しております。 

  

  (ロ)無形固定資産 
定額法を採用しており

ます。 
なお、ソフトウェア

(自社利用)については、
社内における見込利用可
能期間(５年)に基づく定
額法を採用しておりま
す。 

(ロ)無形固定資産
同左 

(ロ)無形固定資産 
同左 

  (3) 重要な引当金の計上基
準 

(イ)貸倒引当金 
債権の貸倒による損失

に備えるため、当社及び
国内連結子会社は、一般
債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計
上しております。 
また、在外連結子会社

は主として特定の債権に
ついて回収不能見込額を
計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基
準 

(イ)貸倒引当金 
同左 

(3) 重要な引当金の計上基
準 

(イ)貸倒引当金 
同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

(ロ)役員賞与引当金 
役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた
め、当連結会計年度にお
ける支給見込額に基づ
き、当中間連結会計期間
に見合う分を計上してお
ります。 

(会計方針の変更) 
当中間会計期間より「役

員賞与に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平
成17年11月29日 企業会計
基準第４号)を適用してお
ります。 
これにより、営業利益、

経常利益及び税金等調整前
中間純利益が32百万円減少
しております。 
なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に
記載しております。 

(ロ)役員賞与引当金
役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた
め、当連結会計年度にお
ける支給見込額に基づ
き、当中間連結会計期間
に見合う分を計上してお
ります。 

(ロ)役員賞与引当金 
役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき
当連結会計年度に見合う
分を計上しております。 

(会計方針の変更) 
当連結会計年度より「役

員賞与に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平
成17年11月29日 企業会計
基準第４号)を適用してお
ります。 
これにより、営業利益、

経常利益及び税金等調整前
当期純利益が65百万円減少
しております。 
なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に
記載しております。 

  (ハ)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務見込額に基づき、当中
間連結会計期間末におい
て発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。 
数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平
均残存勤務期間による定
額法により翌連結会計年
度から費用処理すること
としております。 

(ハ)退職給付引当金
同左 

(ハ)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務見込額に基づき計上し
ております。 
数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残
存勤務期間による定額法
により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理すること
としております。 

  (ニ)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支

出に備えるため、当社及
び国内連結子会社は役員
退職慰労金内規に基づく
当中間連結会計期間末要
支給額を計上しておりま
す。 

(ニ)役員退職慰労引当金
役員(理事を含む)の退

職慰労金の支出に備える
ため、当社及び国内連結
子会社は役員退職慰労金
内規に基づく当中間連結
会計期間末要支給額を計
上しております。 

(ニ)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支

出に備えるため、当社及
び国内連結子会社は役員
退職慰労金内規に基づく
当連結会計年度末要支給
額を計上しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 重要な外貨建ての資産
又は負債の本邦通貨への
換算の基準 
外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直
物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益
として処理しておりま
す。 
なお、在外子会社の資

産、負債、収益及び費用
は中間連結決算日の直物
為替相場により円貨に換
算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調
整勘定に含めて計上して
おります。 

(4) 重要な外貨建ての資産
又は負債の本邦通貨への
換算の基準 

同左 

(4) 重要な外貨建ての資産
又は負債の本邦通貨への
換算の基準 
外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益とし
て処理しております。 
なお、在外子会社の資

産、負債、収益及び費用
は連結決算日の直物為替
相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整
勘定に含めて計上してお
ります。 

  (5) 重要なリース取引の処
理 
リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処
理 

同左 

(5) 重要なリース取引の処
理 

同左 

  (6) その他中間連結財務諸
表作成のための重要な事
項 
消費税等の会計処理 
税抜方式を採用してお

ります。 

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための重要な事
項 
消費税等の会計処理 

同左 

(6) その他連結財務諸表作
成のための重要な事項 

  
消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッ
シュ・フロー計
算書(連結キャ
ッシュ・フロー
計算書)におけ
る資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金
(現金及び現金同等物)は、
手許現金、随時引き出し可
能な預金、関係会社キャッ
シュプール金(キャッシュ
プールシステム預け金）及
び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない
取得日から３ケ月以内に償
還期限の到来する短期投資
からなっております。 

同左 連結キャッシュ・フロー
計算書における資金(現金
及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な
預金、関係会社キャッシュ
プール金(キャッシュプー
ルシステム預け金)及び容
易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取
得日から３ケ月以内に償還
期限の到来する短期投資か
らなっております。 



(会計方針の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等) 
当中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」(企業会計基準委員会 平
成17年12月９日 企業会計基準第５
号)及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響はあ

りません。 
従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、19,324百万円でありま
す。 
なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお
ける中間連結貸借対照表の純資産の
部については、改正後の中間連結財
務諸表規則により作成しておりま
す。 

  
―――――――― 

(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等) 
当連結会計年度より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第５号)
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
(企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準適用指針第８
号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響はあ

りません。 
従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、20,475百万円でありま
す。 
なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結
貸借対照表の純資産の部について
は、改正後の連結財務諸表規則によ
り作成しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結損益計算書） 
前中間連結会計期間まで営業外収益「その他」に含

めて表示しておりました「特許料収入」については、
当中間連結会計期間において営業外収益総額の10/100
を超えることとなったため、当中間連結会計期間より
区分掲記することといたしました。 
なお、前中間連結会計期間の「特許料収入」は２百

万円であります。 

―――――――― 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

18,720百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

20,133百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

19,462百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のと
おりであります。 

販売雑費     259百万円

給与諸手当 1,010 

福利厚生費  172 

旅費交通費  187 

賃借料  136 

減価償却費   16 

荷造発送費  100 

役員退職慰労
引当金繰入額 

  12 

退職給付費用   54 

役員賞与 
引当金繰入額 

  32 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のと
おりであります。 

販売雑費    262百万円

給与諸手当 1,118

福利厚生費 172

旅費交通費 158

賃借料 178

減価償却費 22

荷造発送費 112

役員退職慰労
引当金繰入額 

12

退職給付費用 56

役員賞与
引当金繰入額 

17

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のと
おりであります。 

販売雑費    550百万円 

給与諸手当 2,131 

福利厚生費  355 

旅費交通費  301 

賃借料  369 

減価償却費   38 

荷造発送費  207 

役員退職慰労
引当金繰入額 

  27 

退職給付費用  115 

役員賞与
引当金繰入額 

  65 

※２ 一般管理費及び製造費用に含
まれる研究開発費 

496百万円 

※２ 一般管理費及び製造費用に含
まれる研究開発費 

573百万円 

※２ 一般管理費及び製造費用に含
まれる研究開発費 

1,071百万円 
※３ 減損損失 

当社グループは、以下の資産に
ついて減損損失を計上いたしまし
た。 

(経緯) 
福利厚生施設の充実化の一環とし

て不要になった建物を解体し更地と
したことにより、減損会計を適用し
特別損失処理を行いました。 
(グルーピングの方法) 
遊休資産については個々の物件単

位で、事業資産については管理会計
上の区分ごとにグルーピングしてお
ります。 
(回収可能価額の算定方法等) 
回収可能価額の算定にあたって

は、正味売却価額を適用しておりま
す。 
正味売却価額については不動産鑑

定基準に基づく鑑定評価額を使用し
ております。 

用途 遊休 

種類 土地 

場所 千葉県成田市 

金額 78百万円 

  
―――――――― 

※３ 減損損失
当社グループは、以下の資産に

ついて減損損失を計上いたしまし
た。 

(経緯) 
福利厚生施設の充実化の一環とし

て不要になった建物を解体し更地と
したことにより、減損会計を適用し
特別損失処理を行いました。 
(グルーピングの方法) 
遊休資産については個々の物件単

位で、事業資産については管理会計
上の区分ごとにグルーピングしてお
ります。 
(回収可能価額の算定方法等) 
回収可能価額の算定にあたって

は、正味売却価額を適用しておりま
す。 
正味売却価額については不動産鑑

定基準に基づく鑑定評価額を使用し
ております。 

用途 遊休 

種類 土地 

場所 千葉県成田市 

金額 78百万円 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

(単位：株)

  

２ 自己株式に関する事項 

(単位：株)

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   100株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 27,514,802 ― ― 27,514,802

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 11,296 100 ― 11,396

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 412 15 平成18年３月31日 平成18年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年10月19日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 412 15 平成18年９月30日 平成18年12月１日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

(単位：株)

  

２ 自己株式に関する事項 

(単位：株)

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   204株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 27,514,802 ― ― 27,514,802

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 11,521 204 ― 11,725

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 412 15 平成19年３月31日 平成19年６月25日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年10月19日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 412 15 平成19年９月30日 平成19年11月30日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

(単位：株)

  

２ 自己株式に関する事項 

(単位：株)

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   225株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 27,514,802 ― ― 27,514,802

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 11,296 225 ― 11,521

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 412 15 平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年10月19日 
取締役会 

普通株式 412 15 平成18年９月30日 平成18年12月１日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 412 15 平成19年３月31日 平成19年６月25日

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係 

(平成18年９月30日) 
百万円 

  
「関係会社キャッシュプール金」

はキャッシュプールシステム(資金
プーリングシステム)に対する預け
金の額であります。 

現金及び預金 1,847 
関係会社キャッシュ
プール金 

5,685 

現金及び現金同等物 7,532 

※１ 現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係 

(平成19年９月30日) 
百万円 

  
「関係会社キャッシュプール金」

はキャッシュプールシステム(資金
プーリングシステム)に対する預け
金の額であります。 

現金及び預金 1,907
関係会社キャッシュ
プール金 

5,857

現金及び現金同等物 7,765

※１ 現金及び現金同等物の期末残
高と連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日) 
百万円 

  
「関係会社キャッシュプール金」

はキャッシュプールシステム(資金
プーリングシステム)に対する預け
金の額であります。 

現金及び預金 1,561 
関係会社キャッシュ
プール金 

6,127 

現金及び現金同等物 7,688 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損失
累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

  取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円)

工具器具 
備品 139 65 73

無形固定 
資産 10 3 6

合計 149 68 80

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損失
累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円)

工具器具 
備品 148 74 74

無形固定 
資産 10 6 3

合計 158 80 78

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損失
累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円) 
工具器具
備品 173 86 87 

無形固定
資産 10 4 5 

合計 184 91 92 

(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額等 
未経過リース料中間期末残高相

当額 
１年内 37百万円
１年超 43百万円
合計 81百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額等 
未経過リース料中間期末残高相

当額 
１年内 36百万円
１年超 42百万円
合計 79百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額
等 
未経過リース料期末残高相当額 
１年内 40百万円
１年超 53百万円
合計 93百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 25百万円
減価償却費相当額 24百万円
支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 23百万円
減価償却費相当額 22百万円
支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 49百万円
減価償却費相当額 48百万円
支払利息相当額 1百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって
おります。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

(5) 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法
同左 

(5) 利息相当額の算定方法 
同左 

（減損損失について） 
リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について）
同左 

（減損損失について） 
同左 



(有価証券関係) 

 前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

（注）有価証券の減損処理の方針は次のとおりであります。 

①時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合。 

②時価が取得原価に比べ30％以上50％未満の場合は、その状態が２年に渡り継続した場合。 

  

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

（注）有価証券の減損処理の方針は次のとおりであります。 

①時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合。 

②時価が取得原価に比べ30％以上50％未満の場合は、その状態が２年に渡り継続した場合。 

  

その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

 株式 190 1,306 1,116 

計 190 1,306 1,116 

その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

 非上場株式 8 

計 8 

その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

 株式 193 895 702 

計 193 895 702 

その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

 非上場株式 8 

計 8 



  前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

（注）有価証券の減損処理の方針は次のとおりであります。 

①時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合。 

②時価が取得原価に比べ30％以上50％未満の場合は、その状態が２年に渡り継続した場合。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年４月１

日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

 株式 191 1,112 920 

計 191 1,112 920 

その他有価証券 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

 非上場株式 8 

計 8 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年４月１

日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社及び連結子会社の事業は、産業用工具の製造・販売ならびにこれらの付随業務の単一事業であり、当該事業以

外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

      (１)欧 州・・・・ドイツ 

      (２)その他・・・・中国 

      ３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の計上基準

(ロ)役員賞与引当金(会計方針の変更)」に記載の通り、当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によっ

た場合に比べ、「日本」の営業費用が32百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

  日本 
（百万円） 

欧州
（百万円） 

その他
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

（1）外部顧客に対する売上高 10,110 1,499 253 11,863 ― 11,863 

（2）セグメント間の内部売上高 1,445 30 ― 1,475 (1,475) ― 

計 11,555 1,529 253 13,338 (1,475) 11,863 

営業費用 8,912 1,389 232 10,534 (1,462) 9,072 

営業利益 2,642 140 21 2,803 (13) 2,790 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   (１)欧 州・・・・ドイツ 

   (２)その他・・・・中国 

   ３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産の評価基準及

び評価方法 (ロ)たな卸資産(会計方針の変更)」に記載の通り、当中間連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を適用しております。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比べ、「日本」の営業費用が15百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

   ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法 (イ)有形固定資産(会計方針の変更)」に記載の通り、当中間連結会計期間より平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方

法によった場合に比べ、「日本」の営業費用が77百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)  

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   (１)欧 州・・・・ドイツ 

   (２)その他・・・・中国 

   ３．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の計上基準 

(ロ)役員賞与引当金(会計方針の変更)」に記載の通り、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場

合に比べ、「日本」の営業費用が65百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

  

  日本 
（百万円） 

欧州
（百万円） 

その他
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

（1）外部顧客に対する売上高 9,991 1,778 426 12,197 ― 12,197 

（2）セグメント間の内部売上高 1,698 19 ― 1,718 (1,718) ― 

計 11,690 1,798 426 13,915 (1,718) 12,197 

営業費用 9,061 1,598 388 11,048 (1,767) 9,280 

営業利益 2,628 199 38 2,867 49 2,916 

  日本 
（百万円） 

欧州
（百万円） 

その他
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

（1）外部顧客に対する売上高 20,051 3,417 593 24,061 ― 24,061 

（2）セグメント間の内部売上高 3,033 58 ― 3,092 (3,092) ― 

計 23,085 3,475 593 27,154 (3,092) 24,061 

営業費用 17,911 3,069 541 21,521 (3,181) 18,340 

営業利益 5,173 406 52 5,632 89 5,721 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

    (１)欧   州・・・・ドイツ 

    (２)ア ジ ア・・・・中国、韓国、タイ 

    (３)その他の地域・・・アメリカ 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   ４．売上高の金額は消費税等抜きで表示しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

    (１)欧   州・・・・ドイツ 

    (２)ア ジ ア・・・・中国、韓国、タイ 

    (３)その他の地域・・・アメリカ 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   ４．売上高の金額は消費税等抜きで表示しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

    (１)欧   州・・・・ドイツ 

    (２)ア ジ ア・・・・中国、韓国、タイ 

    (３)その他の地域・・・アメリカ 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   ４．売上高の金額は消費税等抜きで表示しております。 

  

  欧 州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,499 1,531 81 3,111 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 11,863 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

12.6 12.9 0.7 26.2

  欧 州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,778 1,909 101 3,789 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 12,197 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

14.6 15.7 0.8 31.1

  欧 州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,417 3,186 173 6,777 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 24,061 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

14.2 13.2 0.7 28.2



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 702.61円 １株当たり純資産額 785.80円 １株当たり純資産額 744.46円

１株当たり中間純利益 54.78円 １株当たり中間純利益 59.25円 １株当たり当期純利益 114.29円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。 
  

１株当たり中間純利益の算定上の基
礎 

中間連結損益計算書上の中間純利益

  1,506百万円

普通株主に帰属しない金額の内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式に係る中間純利益 

  1,506百万円

普通株式の期中平均株式数 

  27,503,450株 

１株当たり中間純利益の算定上の基
礎 

中間連結損益計算書上の中間純利益

  1,629百万円

普通株主に帰属しない金額の内訳

 該当事項はありません。

普通株式に係る中間純利益

  1,629百万円

普通株式の期中平均株式数

  27,503,180株

１株当たり当期純利益の算定上の基
礎 

連結損益計算書上の当期純利益 

3,143百万円

普通株主に帰属しない金額の内訳 

該当事項はありません。 

普通株式に係る当期純利益 

3,143百万円

普通株式の期中平均株式数 

27,503,399株 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

同左
  

同左 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 
(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   1,181     978     629    

２ 受取手形   31     9     34    

３ 売掛金   2,791     2,902     2,903    

４ たな卸資産   1,753     1,693     1,694    

５ 関係会社キャッシュ
プール金   5,685     5,857     6,127    

６ 仮払消費税等   271     311     ―    

７ 繰延税金資産   524     505     549    

８ その他   328     163     274    

貸倒引当金   △67     △62     △61    

流動資産合計     12,500 49.2   12,359 45.5   12,151 46.3

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1) 建物   1,927     3,098     1,868    

(2) 機械及び装置   5,373     6,055     5,902    

(3) 土地   3,258     3,303     3,300    

(4) その他   427     571     1,160    

  計   10,987     13,028     12,231    

２ 無形固定資産   67     80     67    

３ 投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   1,314     903     1,120    

(2) 繰延税金資産   222     406     291    

(3) その他   334     365     356    

  計   1,871     1,675     1,768    

固定資産合計     12,926 50.8   14,784 54.5   14,067 53.7

資産合計     25,426 100.0   27,144 100.0   26,218 100.0

           



    

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 
(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金   1,081     984     1,136    

２ 未払法人税等   993     976     844    

３ 未払費用   1,038     1,022     1,090    

４ 役員賞与引当金   30     15     60    

５ 預り消費税等   340     357     ―    

６ その他   2,395     2,461     2,708    

流動負債合計     5,879 23.1   5,818 21.4   5,838 22.2

Ⅱ 固定負債                    

１ 退職給付引当金   1,560     1,686     1,590    

２ 役員退職慰労引当金   103     75     118    

３ その他   14     15     15    

固定負債合計     1,678 6.6   1,777 6.6   1,724 6.6

負債合計     7,557 29.7   7,596 28.0   7,563 28.8

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     1,455     1,455     1,455  

２ 資本剰余金                    

(1) 資本準備金   807     807     807    

資本剰余金合計     807     807     807  

３ 利益剰余金                    

(1) 利益準備金   363     363     363    

(2) その他利益剰余金                    

特別償却準備金   64     48     48    

別途積立金   11,335     13,335     11,335    

繰越利益剰余金   3,188     3,129     4,107    

利益剰余金合計     14,952     16,877     15,854  

４ 自己株式     △8     △8     △8  

株主資本合計     17,206 67.7   19,131 70.5   18,109 69.1

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金     661     416     545  

評価・換算差額等 
合計     661 2.6   416 1.5   545 2.1

純資産合計     17,868 70.3   19,547 72.0   18,655 71.2

負債純資産合計     25,426 100.0   27,144 100.0   26,218 100.0

                     



② 【中間損益計算書】 

  

  

    

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     10,827 100.0   11,047 100.0   21,596 100.0

Ⅱ 売上原価     6,468 59.7   6,623 60.0   12,934 59.9

売上総利益     4,358 40.3   4,423 40.0   8,662 40.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,835 17.0   1,855 16.8   3,745 17.3

営業利益     2,523 23.3   2,567 23.2   4,917 22.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   114 1.0   134 1.2   219 1.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   228 2.1   288 2.6   590 2.7

経常利益     2,408 22.2   2,413 21.8   4,546 21.1

Ⅵ 特別利益     ― ―   ― ―   ― ―

Ⅶ 特別損失 ※3,4   78 0.7   ― ―   78 0.4

税引前中間(当期)
純利益    2,329 21.5 2,413 21.8   4,467 20.7

法人税、住民税
及び事業税   935   961 1,773   

法人税等調整額   20 956 8.8 17 979 8.8 5 1,778 8.2

中間(当期)純利益     1,373 12.7   1,434 13.0   2,689 12.5

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 資本  

準備金 

資本  
剰余金 
合計 

利益  
準備金 

その他利益剰余金 
利益  
剰余金 
合計 特別償却

準備金 
別途  
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 1,455 807 807 363 55 9,835 3,798 14,052 △7 16,307

中間会計期間中の変動額               

特別償却準備金の繰入         9 △9 ―   ―

別途積立金の積立           1,500 △1,500 ―   ―

剰余金の配当（注）           △412 △412   △412

取締役賞与金（注）           △62 △62   △62

中間純利益           1,373 1,373   1,373

自己株式の取得             △0 △0

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) 

              

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― ― 9 1,500 △610 899 △0 899

平成18年９月30日残高 
(百万円) 1,455 807 807 363 64 11,335 3,188 14,952 △8 17,206

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券  
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 897 897 17,205 

中間会計期間中の変動額       

特別償却準備金の繰入     ― 

別途積立金の積立     ― 

剰余金の配当（注）     △412 

取締役賞与金（注）     △62 

中間純利益     1,373 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) △235 △235 △235 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △235 △235 663 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 661 661 17,868 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 資本  

準備金 

資本  
剰余金 
合計 

利益  
準備金 

その他利益剰余金 
利益  
剰余金 
合計 特別償却

準備金 
別途  
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 1,455 807 807 363 48 11,335 4,107 15,854 △8 18,109

中間会計期間中の変動額               

別途積立金の積立           2,000 △2,000 ―   ―

剰余金の配当           △412 △412   △412

中間純利益           1,434 1,434   1,434

自己株式の取得             △0 △0

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) 

              

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― ― ― 2,000 △977 1,022 △0 1,021

平成19年９月30日残高 
(百万円) 1,455 807 807 363 48 13,335 3,129 16,877 △8 19,131

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券  
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 545 545 18,655 

中間会計期間中の変動額       

別途積立金の積立     ― 

剰余金の配当     △412 

中間純利益     1,434 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) △129 △129 △129 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △129 △129 892 

平成19年９月30日残高 
(百万円) 416 416 19,547 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 資本  

準備金 

資本  
剰余金 
合計 

利益  
準備金 

その他利益剰余金 
利益  
剰余金 
合計 特別償却

準備金 
別途  
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 1,455 807 807 363 55 9,835 3,798 14,052 △7 16,307

事業年度中の変動額               

特別償却準備金の積立 
(前期分) 

        22 △22 ―   ―

特別償却準備金の取崩 
(前期分) 

        △12 12 ―   ―

特別償却準備金の取崩 
(当期分) 

        △16 16 ―   ―

別途積立金の積立           1,500 △1,500 ―   ―

剰余金の配当           △825 △825   △825

取締役賞与金（注）           △62 △62   △62

当期純利益           2,689 2,689   2,689

自己株式の取得             △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) 

              

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― ― △6 1,500 308 1,802 △0 1,802

平成19年３月31日残高 
(百万円) 1,455 807 807 363 48 11,335 4,107 15,854 △8 18,109

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券  
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 897 897 17,205 

事業年度中の変動額       

特別償却準備金の積立 
(前期分)     ― 

特別償却準備金の取崩 
(前期分)     ― 

特別償却準備金の取崩 
(当期分)     ― 

別途積立金の積立     ― 

剰余金の配当     △825 

取締役賞与金（注）     △62 

当期純利益     2,689 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) △351 △351 △351 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △351 △351 1,449 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 545 545 18,655 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準
及び評価方法 

(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会社
株式 
移動平均法による原価

法を採用しております。 

(1) 有価証券
子会社株式及び関連会社
株式 

同左 

(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会社
株式 

同左 

  その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価
差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価
は移動平均法により算
定)を採用しておりま
す。 

その他有価証券
時価のあるもの 

同左 
  
  
  
  
  
  

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額
は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移
動平均法により算定)を
採用しております。 

  時価のないもの 
移動平均法による原価

法を採用しております。 

時価のないもの
同左 

時価のないもの 
同左 

  (2) たな卸資産 
製品、仕掛品、貯蔵品 
総平均法または後入先

出法による原価法を採用
しております。 
なお、仕掛品の一部

(原料工程)については総
平均法または後入先出法
による低価法を採用して
おります。 
原材料 
総平均法または後入先

出法による低価法を採用
しております。 

(2) たな卸資産
製品、仕掛品、貯蔵品、
原材料 
総平均法または後入先

出法による原価法を採用
しております。 
なお、収益性が低下し

たたな卸資産について
は、帳簿価額を切り下げ
ております。 

(会計方針の変更) 
「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基
準委員会 平成18年７月５
日 企業会計基準第９号)
が平成20年３月31日以前に
開始する事業年度に係る財
務諸表から適用できること
になったことに伴い、当中
間会計期間から同会計基準
を適用しております。 
これに伴い、前中間会計

期間と同一の方法によった
場合と比べ、売上総利益及
び営業利益が15百万円、経
常利益及び税引前中間純利
益が14百万円それぞれ減少
しております。 

(2) たな卸資産 
製品、仕掛品、貯蔵品 
総平均法または後入先

出法による原価法を採用
しております。 
なお、仕掛品の一部

(原料工程)については総
平均法または後入先出法
による低価法を採用して
おります。 
原材料 
総平均法または後入先

出法による低価法を採用
しております。 



  

    
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 固定資産の減価
償却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法(ただし、平成

10年度の税制改正に伴
い、平成10年４月１日以
降に取得した建物(建物
附属設備を除く)につい
ては定額法)を採用して
おります。 
なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま
す。 
建物    ６年～45年 
機械装置  ４年～10年 
工具器具備品２年～20年 

(1) 有形固定資産
定率法(ただし、平成

10年度の税制改正に伴
い、平成10年４月１日以
降に取得した建物(建物
附属設備を除く)につい
ては定額法)を採用して
おります。 
なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま
す。 
建物    ６年～45年 
機械装置  ４年～10年 
工具器具備品２年～20年 

(会計方針の変更) 
法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律
平成19年３月30日 法律第
６号)及び(法人税施行令の
一部を改正する政令 平成
19年３月30日 政令第83
号))に伴い、平成19年４月
１日以降に取得したものに
ついては、改正後の法人税
法に基づく減価償却の方法
に変更しております。 
これに伴い、前中間会計

期間と同一の方法によった
場合と比べ、売上総利益、
営業利益、経常利益及び税
引前中間純利益が77百万円
それぞれ減少しておりま
す。 
(追加情報) 
なお、平成19年３月31日

以前に取得したものについ
ては、償却可能限度額まで
償却が終了した翌年から５
年間で均等償却する方法に
よっております。 
当該変更に伴い、前中間

会計期間と同一の方法によ
った場合と比べ、売上総利
益、営業利益、経常利益及
び税引前中間純利益が50百
万円それぞれ減少しており
ます。 

(1) 有形固定資産 
定率法(ただし、平成

10年度の税制改正に伴
い、平成10年４月１日以
降に取得した建物(建物
附属設備を除く)につい
ては定額法)を採用して
おります。 
なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま
す。 
建物    ６年～45年 
機械装置  ４年～10年 
工具器具備品２年～20年 



  

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 
定額法を採用しており

ます。 
なお、ソフトウェア

(自社利用)については、
社内における見込利用可
能期間(５年)に基づく定
額法を採用しておりま
す。 

(2) 無形固定資産
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 

  
(3) 長期前払費用 

均等償却 
(3) 長期前払費用

同左 
(3) 長期前払費用 

同左 
３ 引当金の計上基

準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失
に備えるため、一般債権
については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上し
ております。 

(1) 貸倒引当金
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 役員賞与引当金 
役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた
め、当事業年度における
支給見込額に基づき、当
中間会計期間に見合う分
を計上しております。 

(会計方針の変更) 
当中間会計期間より「役

員賞与に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平
成17年11月29日 企業会計
基準第４号)を適用してお
ります。 
これにより、営業利益、

経常利益及び税引前中間純
利益が、30百万円減少して
おります。 

(2) 役員賞与引当金
役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた
め、当事業年度における
支給見込額に基づき、当
中間会計期間に見合う分
を計上しております。 

(2) 役員賞与引当金 
役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき
当事業年度に見合う分を
計上しております。 

(会計方針の変更) 
当事業年度より「役員賞

与に関する会計基準」(企
業会計基準委員会 平成17
年11月29日 企業会計基準
第４号)を適用しておりま
す。 
これにより、営業利益、

経常利益及び税引前当期純
利益が、60百万円減少して
おります。 

  (3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末
における退職給付債務見
込額に基づき、当中間会
計期間末において発生し
ていると認められる額を
計上しております。 
数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平
均残存勤務期間の年数に
よる定額法により、翌事
業年度から費用処理する
こととしております。 

(3) 退職給付引当金
同左 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末
における退職給付債務見
込額に基づき計上してお
ります。 
数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平
均残存勤務期間の年数に
よる定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理す
ることとしております。 



  

  

（会計方針の変更） 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

(4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退
職慰労金内規に基づく当
中間期末要支給額を計上
しております。 

(4) 役員退職慰労引当金
役員(理事を含む)の退

職慰労金の支出に備える
ため、役員退職慰労金内
規に基づく当中間期末要
支給額を計上しておりま
す。 

(4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退
職慰労金内規に基づく当
事業年度末要支給額を計
上しております。 

４ 外貨建の資産及
び負債の本邦通
貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、
中間決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理して
おります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、
期末日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しており
ます。 

５ リース取引の処
理方法 

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。 

同左 同左 

６ その他中間財務
諸表(財務諸表)
作成のための基
本となる重要な
事項 

消費税の会計処理 
税抜き方式を採用してお

ります。 

消費税の会計処理
同左 

消費税の会計処理 
同左 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等) 
当中間会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会
計基準」(企業会計基準委員会 平
成17年12月９日 企業会計基準第
５号)及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適
用指針」(企業会計基準委員会 平
成17年12月９日 企業会計基準適
用指針第８号)を適用しておりま
す。 
これによる損益に与える影響が

ありません。 
従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は、17,868百万円であ
ります。 
なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ
る中間貸借対照表の純資産の部に
ついては、改正後の中間財務諸表
等規則により作成しております。 

  
―――――――― 

(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等) 
当事業年度より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第５号)
及び「貸借対照表の純資産の部の
表示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指
針第８号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は

ありません。 
従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は、18,655百万円であ
ります。 
なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対
照表の純資産の部については、改
正後の財務諸表等規則により作成
しております。 



(表示方法の変更) 

  

  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間貸借対照表） 
前中間会計期間まで投資その他「その他」に含めて

表示しておりました「投資有価証券」については、当
中間会計期間において資産総額の5/100を超えることと
なったため、当中間会計期間より区分掲記することと
いたしました。 
なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」は1,119

百万円であります。 

―――――――― 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累
計額 

18,499百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累
計額 

19,886百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累
計額 

19,194百万円 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主なもの 
受取利息 13百万円
受取配当金 11百万円
賃貸収入 7百万円
特許料収入 27百万円

※１ 営業外収益の主なもの
受取利息 28百万円
受取配当金 17百万円
賃貸収入 7百万円
特許料収入 8百万円

※１ 営業外収益の主なもの 
受取利息 33百万円
受取配当金 13百万円
賃貸収入 14百万円
特許料収入 33百万円

※２ 営業外費用の主なもの 
売上割引 185百万円
たな卸資産廃却損 12百万円

※２ 営業外費用の主なもの
売上割引 186百万円
  

※２ 営業外費用の主なもの 
売上割引 373百万円
たな卸資産廃却損 71百万円

※３ 特別損失の主なもの 
減損損失 
  78百万円

  
―――――――― 

※３ 特別損失の主なもの 
減損損失 

78百万円
※４ 減損損失 

当社は、以下の資産について
減損損失を計上いたしました。 

(経緯) 
福利厚生施設の充実化の一環と

して不要になった建物を解体し更
地としたことにより、減損会計を
適用し特別損失処理を行いまし
た。 
(グルーピングの方法) 
遊休資産については個々の物件

単位で、事業資産については管理
会計上の区分ごとにグルーピング
しております。 
(回収可能価額の算定方法等) 
回収可能価額の算定にあたって

は、正味売却価額を適用しており
ます。 
正味売却価額については不動産

鑑定基準に基づく鑑定評価額を使
用しております。 

用途 遊休 
種類 土地 
場所 千葉県成田市 
金額 78百万円 

  
―――――――― 

※４ 減損損失
当社は、以下の資産について

減損損失を計上いたしました。 

(経緯) 
福利厚生施設の充実化の一環と

して不要になった建物を解体し更
地としたことにより、減損会計を
適用し特別損失処理を行いまし
た。 
(グルーピングの方法) 
遊休資産については個々の物件

単位で、事業資産については管理
会計上の区分ごとにグルーピング
しております。 
(回収可能価額の算定方法等) 
回収可能価額の算定にあたって

は、正味売却価額を適用しており
ます。 
正味売却価額については不動産

鑑定基準に基づく鑑定評価額を使
用しております。 

用途 遊休 
種類 土地 
場所 千葉県成田市 
金額 78百万円 

５ 減価償却実施額 
有形固定資産 771百万円
無形固定資産 6百万円

５ 減価償却実施額
有形固定資産 1,030百万円
無形固定資産 7百万円

５ 減価償却実施額 
有形固定資産 1,685百万円
無形固定資産 13百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
(単位：株)

  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   100株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
(単位：株)

  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   204株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
(単位：株)

  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   225株 

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式 11,296 100 ― 11,396

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式 11,521 204 ― 11,725

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 11,296 225 ― 11,521



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、減
損損失累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

  取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円)

工具器具 
備品 139 65 73

無形固定 
資産 10 3 6

合計 149 68 80

(1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、減
損損失累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円)

工具器具 
備品 148 74 74

無形固定 
資産 10 6 3

合計 158 80 78

(1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、減
損損失累計額相当額及び期末残
高相当額 

 
取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円) 
工具器具
備品 173 86 87 

無形固定
資産 10 4 5 

合計 184 91 92 

(2) 未経過リース料中間期末残高
相当額等 
未経過リース料中間期末残高

相当額 
１年内 37百万円

１年超 43百万円

合計 81百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高
相当額等 
未経過リース料中間期末残高

相当額 
１年内 36百万円

１年超 42百万円

合計 79百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当
額等 
未経過リース料期末残高相当

額 
１年内 40百万円

１年超 53百万円

合計 93百万円
(3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額、支払利息相当額及び減損
損失 
支払リース料 25百万円

減価償却費相当額 24百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額、支払利息相当額及び減損
損失 
支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 22百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額、支払利息相当額及び減損
損失 
支払リース料 49百万円

減価償却費相当額 48百万円

支払利息相当額 1百万円
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

(5) 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってお
ります。 

(5) 利息相当額の算定方法
同左 

(5) 利息相当額の算定方法 
同左 

(減損損失について) 
リース資産に配分された減損損

失はありません。 

(減損損失について)
同左 

(減損損失について) 
同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 649.69円 １株当たり純資産額 710.74円 １株当たり純資産額 678.29円

１株当たり中間純利益 49.95円 １株当たり中間純利益 52.17円 １株当たり当期純利益 97.77円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。 
  

１株当たり中間純利益の算定上の基
礎 

中間損益計算書上の中間純利益 

  1,373百万円

普通株主に帰属しない金額の内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式に係る中間純利益 

  1,373百万円

普通株式の期中平均株式数 

  27,503,450株 

１株当たり中間純利益の算定上の基
礎 

中間損益計算書上の中間純利益

  1,434百万円

普通株主に帰属しない金額の内訳

 該当事項はありません。

普通株式に係る中間純利益

  1,434百万円

普通株式の期中平均株式数

  27,503,180株

１株当たり当期純利益の算定上の基
礎 

損益計算書上の当期純利益 

2,689百万円

普通株主に帰属しない金額の内訳 

該当事項はありません。 

普通株式に係る当期純利益 

2,689百万円

普通株式の期中平均株式数 

27,503,399株 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

当社は、平成19年10月31日開催
の取締役会において、下記のとお
り100％子会社であるツールテック
㈱を吸収合併することを決議いた
しました。 
１．合併の目的 
再研磨事業の拡大及び合理化を

進め、当社グループの再編を行う
ことを目的に合併を決議いたしま
した。 
２．合併の要旨 
(1) 合併の日程 

合併承認取締役会 
平成19年10月31日 

合併契約書承認株主総会 
本合併は、会社法796条第

３項の規定による簡易合併
及び会社法784条第１項の規
定による略式合併により、
当社及びツールテック㈱は
合併契約書承認株主総会は
開催いたしません。 
合併契約書の締結 

平成19年10月31日 
合併期日 

平成20年１月１日 
合併登記 

平成20年１月中旬 
(2) 合併の方式 
当社を存続会社とする吸収合併

方式で、ツールテック㈱は解散い
たします。 
(3) 合併比率 
当社の100％出資子会社であるた

め、新株式の発行及び合併交付金
の支払はありません。 
３．ツールテック㈱の概要 

４．業績に与える影響の見通し 
本合併が、当社の業績に与える

影響は軽微であります。 

商号 ツールテック株式会社
事業内容 再研磨事業
設立年月日 昭和48年10月31日
本店所在地 東京都江東区東陽  

四丁目１番13号 
代表者 高橋 正三
資本金 60百万円
発行済株式数 60,000株
純資産 932百万円
総資産 1,157百万円
決算期 ３月31日
大株主及び  
持株比率 

日立ツール株式会社
100％ 

該当事項はありません。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

５．会計処理の概要
本合併は、「企業結合に係る会計

基準」(企業会計審議会 平成15年
10月31日)及び「企業結合会計基準
及び事業分離等会計基準に関する適
用指針」(企業会計基準適用指針第
10号 平成17年12月27日)に基づ
き、共通支配下の取引として会計処
理を行う予定です。 

 



(2) 【その他】 

平成19年10月19日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額…………………412百万円 

(ロ)１株当たりの金額………………………………15円00銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成19年11月30日 

(注) 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第108期)(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月25日関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
  

独立監査人の中間監査報告書 

  
  

平成１8年１２月18日 

日立ツール株式会社 
取締役会 御中 
  

新 日 本 監 査 法 人 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立ツー

ル株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ

て追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日立ツール株式会社及び連結子会社の平成18年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
 

  

指定社員 
業務執行社員

指定社員 

公認会計士 

  
公認会計士 

田中文康  印 

  
鹿島かおる 印 

業務執行社員

      

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社
が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

平成19年12月19日

日立ツール株式会社 
取締役会 御中 

  
  

新 日 本 監 査 法 人 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている日立ツール株式会社の平成19年4月1から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日立ツール株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

 

  

指 定 社 員 
公認会計士 田中 文康 

業務執行社員 
指 定 社 員 

公認会計士 鹿島 かおる 
業務執行社員 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社
が別途保管しております。 



  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年１２月18日

日立ツール株式会社 
取締役会 御中 
  

新 日 本 監 査 法 人 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立ツー

ル株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月３１日までの第108期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日立ツール株式会社の平成18年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上
  

  

指定社員 
業務執行社員 
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 

  
公認会計士 

  

田中文康  印 

  
鹿島かおる 印 

  
  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社
が別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 
平成19年12月19日

日立ツール株式会社 
取締役会 御中 

  
  

新 日 本 監 査 法 人 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている日立ツール株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第109期事業年度の中間会計

期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日立ツール株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 
追記情報 
 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月31日開催の取締役会において、平成20年1

月1日を期日として100％出資子会社であるツールテック株式会社を吸収合併する方針を決定した。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上

 

指 定 社 員 
公認会計士 田 中 文 康 

業務執行社員 
指 定 社 員 

公認会計士 鹿島 かおる 
業務執行社員 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社
が別途保管しております。 
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